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研究要旨 

本研究では、日本国内で職域における HIV 郵送検査が導入されるにあたり必要な配慮と環境につい

て、労働者らをサポートするために諸外国の指針等の資料の紹介と、HIV/エイズに関する基礎情報の

提供や啓発資材の開発、および相談体制の構築を行った。事業主には、プライバシーへの配慮や検査

結果に拘わらず雇用を保証することが必要とされ、それらの取り組みが HIV/エイズのスティグマの低

減、ひいては従業員の健康を守ることにつながっていくと考えられた。 

 

A. 研究目的 

一部の国・地域では浸透している職場におけ

る HIV 検査であるが、日本では、職域健康診断

の法定項目ではないことから積極的には実践さ

れてこなかった。他方、郵送による HIV 検査に

限っては、日本でも郵送検査在り方検討会によ

りガイドライン「郵送検査の在り方について」

が提言され、検査希望者に検査や HIV 感染症に

関する事前の情報提供を行うこと、陽性の結果

であった場合の相談窓口の案内と受診の確認を

充実させることや、検査に関する個人情報の保

護を徹底することなどが掲げられている（木

村、2017）。 

これらを踏まえ、本研究では海外のリソース

を整理して紹介することや、HIV 陽性者・感染

不安者の支援事例の蓄積に基づく検査受検前後

の対象者に役に立つ情報をまとめるなどして、

職域で HIV 検査が推進される中で労働者らをサ

ポートするための体制を構築することとした。

この取り組みを通じ、既に就業している HIV 陽

性者を含めた労働者が個々の健康を維持・増進

し、かつ雇用上の不利益を被らない職場環境づ

くりに資することを本研究の目的とした。 

 

B. 研究方法 

本研究班では昨年度に、米国の疾病管理予防

センター（CDC）の公民協働のイニシアティブ

「Business Responds to AIDS (BRTA)」を参考に、

日本語版 Web サイト「BRTA Japan」

（https://brta.jp/）を開設している。これを拡充

し、事業者と従業員それぞれに向けて必要な情

報を整理した。米国 BRTA 制作の事業者向け資

図 1: Web サイト「BRTA Japan」トップページ 



材、及び国際労働機関（ILO）による労働者の

HIV 検査に関する報告書は、日本国内での取り

組みにも役立てられる情報であることから、日

本語で紹介することとした。 

HIV 陽性者とそのパートナー・家族らの支援

を行う特定非営利活動法人ぷれいす東京に寄せ

られた相談事例の蓄積から、HIV 感染不安の人

並びに確認検査待ちの人の疑問に答える問答集

を用意したほか、検査受検前に職場で行われる

研修で使用する啓発資材を制作した。 

また、郵送 HIV 検査では判定保留の結果を受

け取っても医療機関等の受診・確認検査につな

がらない受検者が一定数いることから、判定保

留の結果を受け取った受検者に向けた相談・支

援体制を新たに整備することとした。 

（倫理面への配慮） 

本研究は「人を対象とする研究」には該当し

ない。 

 

C. 研究結果 

米国 BRTA が、職場を基盤とした HIV/エイズ

対策により疾病への理解を促進し、またスティ

グマを低減して HIV 陽性者への差別を防止する

取り組みの一環で、事業主・人事担当者向けに

ブックレット「HIV and AIDS and the Workplace」

を制作している。本研究班では、この日本語仮

訳「HIV/AIDS と職場」を制作し、Web サイトで

公開した。 

人権を保護することが HIV 検査の推進につな

がることなどを調査によって明らかにした、国

際労働機関（ILO）の 2017 年の報告書

「Voluntary Confidential Counselling and HIV 

Testing for Workers」の日本語版「就労者の個人

情報を守る自発的 HIV 検査とカウンセリング」

も同様に制作し、Web サイトで公開した。 

職場での研修等

で使用される啓発

のための冊子に関

しては、HIV 並び

に梅毒について、

検査を受けなけれ

ば感染に気づかな

いことや、感染後

も健康を維持しな

がら仕事等を続け

られることなど

を、身近に感じやすいようにイラストも工夫し

たものを制作した。同じものを Web サイトでも

公開した。 

HIV 感染不安のよくある質問集の項目は、以

下の 7 項目をまとめ、Web サイトに掲載した。

それぞれの質問に対し、平易な言葉で簡潔に回

答を記載した。 

 HIV/エイズってどんな病気？ 

 HIV 陽性になると寿命が短くなるの？ 

 感染がわかったら、すぐに病院へ行った方

がいいの？ 

 健康保険を使うと会社にばれないの？ 

 治療にはどれくらいお金がかかるの？ 

 同居の家族やパートナーにも感染するの？ 

 子どもはつくれるの？ 

HIV 感染不安の疑問に答える電話相談窓口

や、各地の HIV/エイズ関連情報をまとめたポー

タルサイト等の社会資源の案内もあわせて掲載

した。 

HIV 郵送検査で判定保留の結果が出た受検者

に対しては、受診や確認検査の心理的負担感を

和らげられるよう、Web 上の検査結果告知画面

に相談窓口の情報を併記した。相談窓口となる

HIV 陽性者支援団体では、専任相談員による既

存の電話相談のほか、対象者のアクセシビリテ

図 2: 啓発冊子表紙 



ィ向上のため、

PC・スマートフォ

ン端末で利用でき

るチャットによる

相談窓口を新たに

設置した。 

 

D. 考察 

今般導入される

職域での HIV 郵送

検査に関し、職場

において検査前に

十分な情報提供を

行い、陽性であった場合の相談・支援体制の案

内や、HIV 検査に関する個人情報の保護と雇用

が保障されることを徹底することが、労働者の

HIV 検査への心理的なハードルを下げると考え

られた。本人のプライバシーを守り、検査受検

の有無や、陽性・陰性の結果に拘わらず従業員

が雇用上の不利益を被らないこと、事業主側が

従業員の健康を支えることがメッセージとして

伝えられることは、HIV/エイズの疾病理解とあ

わせ、既に就業している HIV 陽性者に対するス

ティグマの低減にもつながっていく。 

HIV 検査実施主体と職場が連携することは、

これまでに検査機会がなかった人に機会を提供

するとともに、HIV/エイズの啓発や理解を促進

できるメリットがある。その中で、本研究が労

働者の不安の解消と確認検査・受療への橋渡し

などを下支えすることは、従業員が安心できる

職域検査の体制整備に資するものであると考え

られる。 

 

E. 結論 

職域での HIV 検査・郵送検査を推し進める上

では、従業員の健康を守ることと同時にプライ

バシーへの配慮や雇用が保証されることが当然

に必要とされる。HIV 陽性者支援の現場の知見

も生かした情報提供や予防啓発、検査受検前後

の不安から HIV 感染後の生活のサポートまでの

連続した相談・支援体制の構築が望まれる。 

今後も対象を広げて取り組みが続けられる中

で、本研究班では判定保留の結果を受け取った

人へのサポートのみならず、陰性結果を受け取

った人や検査受検を迷う人、および既に就業中

の HIV 陽性者にとっても安心できる職場環境づ

くりに役立つ啓発を検討・実施していく。 
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